
世界都市の政治行政と市長のリーダーシップー
ニユーヨーク市政を素材として一

論 説

世界都市の政治行政と市長のリーダーシップ
①

一ニューヨーク市政を素材として一

日 詰 一 幸

1 はじめに

ニューヨーク市 (以下、ニューヨーク)は 1975年 6月 、深刻な財政危機 (経

常赤字26億 ドル、長期累積債務78億 ドル)に見舞われ、あわや「財政破産」の

瀬戸際まで追い込まれたのであったが、その後の管財人管理体制 (州政府や銀

行家の介入)の中で多くの犠牲を払いながらも財政の再建を果たしたことはあ

まりにも有名である。この財政危機の原因を整理するとおよそ次のように整理

することができる (Tabb,1982)。 第一に、製造業 (ア
パレル産業や印刷業な

ど)の衰退傾向によるブルーカラー職種が減少し、それに関連した小売業や個

人向けサービス業も低迷したことにより税収が伸び悩んだことがあげられる。

そして、第二に他の都市よりも相対的に高い福祉水準のために福祉関連経費が

増大する一方、中産階層が郊外へ流失したために課税
ベースが縮小したこと、

さらに第二として、市の公債発行引受業務や各種都市開発プロジェクトの受注

にからむ、金融・不動産1開発業者による市財政の私物化による浪費構造が重な
っ

たことである。

さて、ニューヨークの財政再建は1977年以降89年まで市政を担った
コッチ市

長 (Edward I.Koch)に負うところが大きく、加えて70年代末以降注目され

るようになったニューヨークの世界都市化の進展に伴う好調な都市経済にも支

えられ、86年には財政健全化と自治権の回復を達成し、管財人管理体制を脱出
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することができた。

しかし、1987年 10月 の所謂ブラック・マンデー以降、ニューヨーク経済は下

降局面に入ったため、市は再度財政収入の低迷に直面することになり1990年か

ら93年 まで市政を担当したニューヨーク市政初の黒人市長ディンキンズ

(David N.Dinkinも )を悩ますことになった。

ところが、1993年の市長選挙で現職のディンキンズが共和党のジュリアーニ

(Rudolph Giuliani)に敗れて市長の座を交代するころから、アメリカ経済全

体が回復基調を見せ始め、ニューョーク株式市場にも活気が戻った。しかし、

アメリカ経済全体の回復ぶりに比べ、ニューョーク経済全体はまだ十分な回復

を見せたとはいえず、市の財政収入も伸び悩んでいるため依然として新たな財

政危機から脱出できずにいる。ジュリアーニ市長がこの難局をどのように乗り

きろうとしているのか大変興味深いところである。

本稿ではコッチ市政以降のニューヨーク市政に焦点を当て、70年代後半以1降

注目されるようになったニューヨークの構造転換三世界都市化②のプロセスを

踏まえて、各市長がどのようなリーダーシップを発揮しながら変化に対応した

のかその過程を追いながら、世界都市ニューヨークにおける80年代以降の変化

の諸相の見取り図を描いておくことにしたい。なお、本稿はコッチ市政以降の

市政分析を行なうための予備的作業と位置付けられるため、各市政の分析は別

稿において展開される予定である。

2 ニューョークにおける構造転換のプロセス
ニューヨニクの構造転換を先取り的に要約するとすれば次のように述べるこ

とができる。すなわち、1970年代後半以降多国籍企業、銀行の国1際的中枢管理

機能と、多国籍企業活動を支援する法人サービス業 (会計事務所、法律事務所、

広告会社、投資コンサルタント等)や、それらに関連する付随的法人関連サー

ビス業 (ホ テル・ レストラン・娯楽等)か ら構成される「法人中枢複合体」

(Corporate Hoadquarters Complex)が 発展する一方で、長い問ニューヨー
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ク市の経済を支えてきたアパレルや印刷業などを中心とする都市型製造業の衰

退が加速したということである (Drennan,1987)。 このような構造転換はま

さにニューヨークが「世界都市」へ変貌したことを明確に示している。しかし、

ニューヨークの世界都市化は他方で、比較的高所得の管理・専門職階層の形成

と、製造業からより低賃金のサービス業ヘブルーカラー層の労働カシフトを引

き起こすことになり、■ューヨーク市を「光」=富の部分と「影」=貧困の部

分の両極に引き裂いたのであつた (「二重都市」)(M611enkopf and Castells,

1992;Windhoff― H6ritier,1992)。

(1)経済構造の変化

1970年代後半以降、ニューヨークに生じた変化で特徴的なことは第一に、市

の産業構造がサービス、金融・保険・不動産 (FIRE)部門中心の産業構造に

転換したことであ

る。市の民間部門

の雇用数は図-1

のように1977年を

底にして回復した

が、これは製造業

での雇用減とは対

照的に銀行業と証

券業の急成長をそ

の要因としてあげ

図-1 ニューヨーク市の雇用 (非農業)

懇til‐llilil:           」螢ij子暫f誓警』誓i∂
7 Fac′

レーガン政権によつ    『経済』第297号
て進められた銀行業での規制緩和とそれに伴って生じた金融機関相互の激しい

競争と再編成、そしてニューヨーク金融市場の国際化 (ニ ューヨ
ーク。オフショ
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図-2 ニューヨーク・ニュージャージ大都市圏における主要産業の雇用の推移
(単位 100万人)
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ア市場の創設)に よる国際金融センターの形成、これをきっかけとする外国銀

行のニューヨークヘの進出が背景にある (奥村、1987)。 具体的にはニューヨー

クにおける外国の銀行数ならびに資産額は1970年には47行で100億 ドルであっ

たが、74年には84行、400億 ドルヘ、そして85年には191行、2,380億 ドルヘと

拡大したのである (Drennan,1987)。 また、表-1のように銀行業の雇用増
加は78～85年にかけて 3万 4,400人であるのに対して、証券業の雇用増加は 5

万5,600人 となっており、投機的性格の強い部門で雇用が伸びたといえる。

次にビジネスサービスの動向については法律サービス、経営コンサルタント、

会計事務サービス、広告、データ処理などニューヨークに集積する多国籍企業

や多国籍銀行の海外営業活動関連のサービスであり、この部門だけで77～84年

にかけて約 9万人の雇用増加があった (図 -3)。 この分野は高収入が期待さ
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表-1 ニューヨーク市金融・証券業における雇用
(単位 :1,000人 )

鵬 ■.ξ.春
付 競 戯

。%E器 留ヽ厖‰ご
(出典)大阪市立大学経済研究所編『ニューヨーク』

図-3 董雪壼唇望ワ畢穐男2厨畢榔
ビジネス関連サービス

金融・保険

警誉び場磐塾
=恣
ス

禁象落5ビ
スおよび

42,600

40,900

保健・医療

建設・不動産

レストラン・ホテル・
小売業

その他の増加業種計

36,900

30,200

27,400

寵脱 き網 穐『賽 晰 身
闘udh“r押動偲

れるが高学歴を求められる仕事であり、主に自人が職を得ることになった。そ

れに対してレストラン、ホテルなどのサービス業や建設業も雇用を伸ばしてい

るが、この職種は不熟練労働のため黒人やヒスパニックなどのマイノリティが

低賃金で多く雇用された。

Ｅ̈ｃｏｎｏｍｉｃ
滋
ｏｆ
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サービス産業で重要な点は、白人を主体とする高所得のビジネスサービスと、

マイノリティを中心とする低賃金のサービス産業とに二極分化したことである。

次に第二の特徴として大企業の立地状況があげられる。アメリカの経済誌

『フォーチュン』が発表する全米大企業ランキングに掲載された企業のうち、

ニューヨークに拠点をもつ製造業本社の数は表-2のように76年には84社、86

年には53社となり、売上高のシェアも24.1%か ら16.4%へ減少している。同様の

傾向は小売業や運輸業についてもみられる。このような傾向は明らかに税負担

や地価の上昇を避けて本社機能を市域外へと流出させたためと考えられる。

表-2 合衆国およびニューヨーク市における大企業

合衆国 ニューヨーク市に本社をおく大企業

企業数 売
上高あるいは
資産(10億 ドル)

企業数 売上高あるいは
資産のシェア(%)

1986 1986

産業法人企業 1,723

商業銀行 1,596

生命保険

各種金融機関

各種サービス会社 NA NA NA

小売業 17.5

運輸業 22.5

鑽移〕繕嵩蘊 』予物瘍サ嚇恙血

他方、金融とサービスの分野では製造業や小売業および運輸業とは対照的に

増加傾向をみることができる。すなわち、商業銀行でも生命保険会社でも資産

額シェアは少し落ちるもののニューヨークに拠点をおく数が増加し、特に各種

金融機関では15社から19社へ、そして資産額シェアも28.8%か ら50。 9%へ大きく

増加したのである。このように大企業本社の立地状況から金融、サービス業で

のシェアが相対的に高い地位を維持した反面、生産・流通部門での後退がみら

れたのである。
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.さ らに、多1国籍企業の動向に視点を移してみると、表-3のようにニュfヨ ー

クに本社をおく多1国籍企業の数は86年の段階で24社あり、郊外の14社も含める

とニューヨーク大都市1圏全体で404ELが立地し、さらにその収益の約40%程度を

海外から得ていたことがわかる。また、ニューヨータに本店をおく商業銀行に

おいても、表-4のように全米10大銀行のうち6行がニューヨークに本店をお

いており、その対外債権額も76年の1860億 ドルから86年の1,670億 ドルヘと増大

し、そのシェアも69%か ら860/0へ と高まった。こうして、ニューヨークは1国1際

金融センターとしての地位を不動のものとしたのである。     _・

■ューヨークの国際金融センター化の進展ととも|こ、多1国籍企業や多1国籍銀

表-3 合衆国上位100多国籍企業の総収益および海外収益  l
(単位 :100億 $)

本社所在地 企 業 数 海外収益 総 収 益 9響悌|
ニューョーク大都雨圏

ニューヨーク市

ニューヨーク郊外

そ の 他

合  計

40

24

16

601

100

212

137

75

172

384

515

2193

222

704

1,219

41.2

46.8

33.8

24.4

31.5

(醤撻}
GJobα′あ り

"ass S%`り "跳
Forbes,」uly 7,1987.

表-2に同じ

表二4 合衆国およびニューヨーク市の上位2∞銀行の海外債権
G柩魔 100億 $)

年
含 衆 国 ニューヨーク市

・ク』の
一は一討
〓市
シ数 債権額 数 債権額

1976

1986

10

190

1200

10

190

2001

醐
一”
●・‐６‐
既
一
‐８７
一四

6

8

14

6

12

18

‐ 86

61

92

16‐7

27

194

68‐ .6

15.6

517.0‐

85。 16.

31.0‐

68.8

勿 ザ聰
SS“劉 F∝臨 Jtty■ 1卿

|
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行の海外営業活動を支える法律事務所や会計事務所、経営コンサルタント、広

告会社などの高次サービス機能も集積を強めた。

け)人口の変化を中心とした社会構造の変化
1970年代後半以降ニューヨークにおける経済構造の変化と同様に、人種構成

にも変化が生じた。これまでニューヨークヘ流入した移民には大きく4つ の波

があった。第一は、1848年以降のアイルランド人やドイツ人、第二は、1890年

代から1920年代にかかけてのイタリア人や中・東欧のユダヤ人、第二は、1940

年代から70年代にかけての南部からの黒人やプエルトリカン、そして第四が

1970年代以降増大したカリビア系黒人、ラテンアメリカ人、アジアからの移民

である (Lankevich,1998)。

ニューヨークは1970年代に82万人減少したが、それを完全にカバーすること

にならなかったとはいえ約50万人の移民が流入した。その流入者のほぼ三分の

一がカリビア系黒人、四分の一がアジア系、そして五分の一がラテン系であっ

た。そして、1980年代に顕著になったことは、自人人口が70年代を通じて約

129万人と大幅に減少し、さらに外国生まれの黒人やラテン系が国内生まれの

白人、黒人、プエルトリカンの数を凌いだことである。こうして、ニューヨー

クでは国内ではなく外国生まれの人口が増大し、加えてその人種構成も益々複

雑になリモザイク状の様相を強めることになった。

また、このような人種構成の複雑化は人種/民族による職業の固定化=分業

化を一層顕者なものとした。例えば、自人は成長するFIRE部門での管理 0専

門職の地位につき、黒人は保健、ソーシャルサービス、政府セクターの事務及

びサービス部門で職につき、ラテン系は衰退する製造業やレストラン、ホテル

などのサービス産業などで職を手にした0(Bdley and Waldinger,1991)。

結局、ニューヨークでその数を減らした白人が管理的・専門的な職業につき、

逆にその数を増大させていた集団がその周辺に位置する職業に従事するように

なり、人種/民族間での経済的格差を大きなものとしたのである。
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表-5 ニューヨーク市に|おける人口の変化(1970-90年 )

19701F 1980年 1990年
1980-90
比率の
変 化

全人口数

非ヒスパニック白人人口

(比率%)

非ヒスパニック黒人人口

アメリカ生まれ

外国生まれ

ヒスパニック人口

プエルトリコ人

非プエルトリコ人

非ヒスパニックアジア人口

外国生まれの人口

全世帯数

家族世帯数

既婚世帯数

18歳以下の子供を持つ既婚世帯数

母子世帯数

18歳以下の子供を持つ母子世帯数

独身世帯数

一世帯当たり平均人数

男性労働者

16歳以上の男性の比率

女性労働者

16歳以上の女性の比率

7,894,862

4,972,509

(63.0)

1,525,745

1,278,630

846,731

476,913

115,830

1,437,058

2,836,872

2,043,765

1,603,387

774,496

353,692

209,006

793,107

2.74

1,988,744

(74.1)

1,355,654

(42.2)|

7,071,639

3,688,945

(51.9)

1,694,127

1,300,144

398,983

1,406,024

860,552

545,472

300,406

1,670,199

2,788,530

1,757,564

1,203,387

535,581

462,933

307,709

1,030,966

2.49

1,732,165

(69.5)

1,435,533

(47.1)

886,7481

489,851

2,082,931

3,819,401

1,734,908

1,098,418

510,813

507,459

325,299

1,084,493

2.54

1,891,211

(71.1)

1,6915,217

(53.7)

3.55

-13.79

9.03

-2.31摯

64.50Ⅲ

26.85

4.21

62.57

63.06

24.71

1.11

-1.29

-8.72

-4.62

9.62

5。 72

5.19

2.00

9。 18

18.09

注む|ざ8麗盟ξl酔aI品「き蕊奄重
)鮮島れまζ鳳 :Fil鰐 1990 STFl and

出典 TЪ.Mdbnkopf,4動
“
π壼物滋θスSλお,1992.

しかし、ここで注目しておきたいことは、1980年代初めに市は非営利程織
ヘ

の支援を増大させたため、このセクターでの雇用が大幅に増加したことである。

例えば1989年 の段階ではニューヨークにおける非営利組織の雇用数は67万

6,000人 にも及んでいた。特に非営利組織での雇用の特徴は黒人やラテン系の

雇用十率が高いことであり、ニューヨーク社会で周辺に追いやられていた人
々の
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雇用の受け皿になったと考えられる (Grossman,SalamOn,and Altschuler,

1986)。

3 ニューヨ…ク市長のリーダーシップの類型

(1)ア イケンソールの類型 (Eichenthal,1990)

D.イ ェイツは戦後アメリカの大都市の市政に注目し、市長のリーダーシッ

プのスタイルに基づいて市政のタイプを①「改革運動者」型 (Crusader)②

「企業者」型 (Entrepreneur)③「ボス」型 (Boss)④「プローカー (周旋人)」

型 (BrOker)の 4つ に類型化した④ (Yates,1977)。 イェイツの分析は70年

代半ばまでのアメリカの主要都市が対象とされているが、その後D.ア イケン

ソールはこの枠組みを使いながら80年代後半までのニューヨーク市政の類型化

を行 った。0ア イケンソールの分析によれば、 リンゼイ市政第一期
(1966～ 69)と コッチ市政第一期 (1978～ 81)が「革新者」型 (InnOvatOrs)、

そしてコッチ市政第二期が (1982～ 85)「企業者」型、さらにワグナー市政第

二期 (1962～65)、 リンゼイ市政第二期 (1970～ 73)、 ビーム市政 (1974～ 77)、

コッチ市政第二期 (1986～ 89)は「ブローカー」型にそれぞれ分類されている。

このようなアイケンソールの分類でわかることはリンゼイ及びコッチの両市政

が時代の背景に違いはあるとしても、最初は「革新者」型として市政の改革に

果敢にυL戦するのではあるが、最後まで一貫してその姿勢を維持するこ―とがで

きずいずれもブローカー型で市政の幕を閉じるのであり、ここに大都市ニュー

ヨークの統治の特徴を読み取ることができる (日詰、1992)。

佗)90年 代の市政を配慮した類型
さて、コッチ以降のニューヨーク市政をアイケンソールのようにイェイツの

枠組みの延長線上で考察するとすれば、90年代以‐降のニューヨークの現状に照

し合せてその枠組みを再構成する必要性があると考えられる。というのも、イェ

イツの類型における「ボス」型は主に戦前のニューヨークや戦後のシカゴのリ

10(393)
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チャード・デイリーに代表されるオーツドックスなマシーン・ボス型政治を念

頭においた分類であり、80年代以降のアメリカの都市においては、そのような

リーダーシップの形態が登場することは稀だと考えられるからである。その際、

新たな類型の枠組みを考察するとき、最近のアメリカにおける市長のリ
ーダー

シップを政策形成能力と政策執行能力という軸で類型化を行ったスヴァラの枠

組み (Svara,1990)(6)ゃ コッチ市政以降のレジームの検討から類型化した
サ

イッの枠組み (Sites,1997)(7)な どが参考になりそうである。

サイッは1970年以降のニューヨーク市政における住宅・都市開発政策の展開

に焦点をあて、各市政における取り組みの違いに注目してコッチ市政を「成長

推進企業者」型 (PrOgrowth Entrepreneur)、 ディンキンズ市政 (1990～ 93)

を「革新的 リーダー」 (PrOgressive Leader)、 そして
ジユリアーニ市政

(1994ん )を「世話人」型 (Caretaker)に 分類した。ここで、「成長推進レジ
ー

ム」(ProgrOwth regime)は ダウンタウンの利益にかなった経済開発政策を

推進するため、様々な誘導策や公的助成を提供して市場重視の開発政策を促す

というものである。また、「革新的レジーム」(PrOgressive regime)は 、「成

長管理レジーム」 (grOwth―management regime)と も言いかえることがで

き、コミュニティレベルの開発を重視するために中心部のダウンタウ
ンの開発

を抑制しようとするものである。そして、最後の「ケアテイカ
ー (世話人)レ

ジーム」(Careねker regime)は 開発というイシューにも配慮しつつ、財政
の

安定や日常的サービス提供の改善などを重視しようとするものである。

ニューヨーク市長のリーダーシップのタイプから市政を概観することに焦点

を当てている本稿の目的からすれば、当然アイケンソール、スヴァラ、サイ
ツ

の類型を参考にしつつも新たな枠組の検討が求められるはずであるが、
この点

についても別稿において検討することにしたい。そこで、本稿では脱工業化や

世界都市化の進展という環境の中で市政を担った二人の市長に注目するが、暫

定的にサイツの1類型に依拠することにしたい。というのも、1975年財政危機以

後のニューヨークの再生においては明らかに都市開発政策が重要な側面を持
っ
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ており、 しかも「富」と「貧困」の二極分化を考えると低所得者向け住宅建設

への取り組みがどのように行われたのかということは各市政の特徴を把握する

ためにかなり重要なファクターになるからである。

4 コッチ市政の展開 (1978～ 1989)

(1)コ ッチ市政と支配的政治連合 (Dominant political cOalitiOn)の 形成

市長が市政を担っていく上で安定した支持基盤を構築することは必要なこと

であるが、」。モレンコフはレジーム論の立場からコッチ市政において構築され

た政治的支配装置 として「 支配的政治連合」 の存在 を指摘 している

(MollenkOpf, 1992)。

この支配的政治連合を構築するために重要なステップは市長選挙に勝利をお

さめるために形成された選挙連合と、市長就任後自らの権力基盤を強化するた

めになされた統治連合の形成の二つからなる。支配連合を構築する場合、少な

くとも次の三つの領域に入る集団と関わりを持つ必要がある。すなわち、地域

の政治システムとかかわりそこから利益の配分に関し利害関係を有する集団、

地域経済とかかわる経済界、市政府と契約関係にある非営利組織や公務員組合

などである。そこで、コッチがとった支配的政治連合構築の戦略は以下のよう

に整理することができる。

(→ 黒人やラテン系の増大に脅威を抱く白人中産,階層を連合に動員した。コッ
チはかつてリベラル派勢力の担い手であったユダヤ人 (特に下層中産階層)

やイタリア系白人カトリックも自らの連合に組み込んだ。

(bl 民主党主流派組織との連携を強化した。

C)人種・民族‐間に生じた亀裂を修復することなくむしろ維持した。例えば、
1960年代の学校教育の分権化に伴って生じた黒人対ユダヤ人の対立 (黒人

コミュニティの学校におけるユダヤ人教師の解雇等)と いう構図等。

(dl 都市再開発から利益を得る不動産開発会社など経済界との友好的関係を

維持した。

12(391)
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←)ソ ーシャルサービスの提供や低所得者向け住宅の建設などで非営利組織

と契約を行った。これらの組織では黒人やラテン系が多く雇用され、
しか

もマイノリティ向けにサービスの提供が行われた。さらに1983年以降市
の

公務員数が増加したが、その増員で恩恵を得たのは黒人やラテ
ン系であっ

た。

以上のような戦略でコッチは支配的政治連合を構築したのであるが、
その主

な構成メンバーは市長、民主党主流派組織、非営利組織、市
の公務員組合、ビ

ジネスエリートであつた。

それでは、次にコッチ市政が財政再建や市の経済の再生にどのように取り組

んでいったかを検討することにしたい。

け)コ ッチ市政と財政再建

ニューヨークの財政危機は諸利益集団からの要求を整理し方向付けるような

統合機能を欠いたまま、インクリメンタリズムを容認してきた政策決定構
造に

も原因の一端があった。その結果、財政の再建にあたつては州政府
の財政統制

委員会 (EFCB― Emergency Finmctt Contr01 BOard)や 銀行家たち
で構成

された自治体援助公社 (MAC― Municipal Assistance Corporation)に 管
理

された管財人管理の市政が生み出された。コッチが市長に就任した
のはまさに

このような体制の中であった。

市長に就任したコッチは財政危機の克服を第一に掲げたが、
この課題の重要

性に広範な政治基盤の調達を可能にした。つまり、管財人であ
る金融資本の発

言力の強化、そして市の公務員組合の体制
への包摂 (賃金の凍結や行政サービ

ス削減への協力等)な ど財政危機以前とは異なる体制が登場したのであるが、

ある面でこの体制はネオ・ コーポラティズム的な色彩を強くも
ったものだとい

えよう (水口、1985)6

コッチは1979年度 を初年度とする四ヵ年計画を策定し、思い切つた行政
サー

ビスの削減を行うと共に、減税や融資政策を通じて市域内
へ企業を誘致し経済

(390)13
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の再生を図るという政策を採用した。その結果、81年度予算では1億2,800万 ド

ルの黒字を計上することができ (経常収支の黒字転換)、 財政の再建は着実に

進んでいった。さらに81年の市長選で再選されたコッチは第二次四ヵ年計画

(1983～ 86)を策定し更なる再建策を講じた。その結果、第二次四ヵ年計画の

最終年度には、州政府の監督なしに予算を組むことが可能になり、市の財政は

完全に再建された (加茂、水日、宮本、1986)。

ところで、この財政再建においては行政サービスの大幅な削減が行われたの

であるが、その内容に少し触れておきたい。(表-6及び表-7)行政サービ
スの削減は実質的な行政サービスの低下を招いたと考えられるが、市職員数の

変化はこのことを裏付けるものと思われる。財政危機後約10万人の人員整理が

行われた。とりわけ高等教育の機会均等の象徴的存在であった市立大学の授業

料が有料となり、加えて教職員のカットが行われ、さらに私立病院が閉鎖され

民営化された。こうして、福祉・医療・教育等を中心として職員の削減が行わ

れたのであった。しかし、財政状況が落ち着きを見せ始めた83年以降は次第に

増加に転じている。また、財政支出を機能別にみてみると、財政再建の前半期

と後半期では支出の内容に変化がみられる。すなわち、前半期は経済開発といっ

た分野、とりわけインフラストラクチャーでの抑制が目立つ。一方後半期には
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表-7 機能別総財政支出の推移
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再分配機能の伸びが抑えられ、逆に経済開発機能が増加した。そのため、福祉

の分野での影響力は大きく、その影響力を最も大きく被ったのは
マイノリティ

集団であった(日詰、1992)。

こうして、1987年以降市の財政は健全な状態に復帰した。この背景には好調

な市の経済による税収入の増加があった。市税収入は1978年から87年までに63

億5,600万 ドルから126億 7,700万 ドルヘ99。4%増加し、財政全体に占
める割合も

49.4%か ら59。 4%へ と10%も上昇したのである (片桐、1990)。

暢)コ ッチ市政と経済開発

コッチは経済開発をテコとして財政再建に乗り出した。マン
ハッタンCBD
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(Center Business District)の 開発業者や市内の主要な企業に対して不動産税

や法人税の減税を実施するなど税制優遇措置を拡大した (Leichter,1985)。

そして、マンハッタンの都市再開発 (サウスストリートシーポート、バッテリ

パークシティ、ジェビット・コンベンションセンター、タイムズスケァ)プ ロ

ジェクトが公 (連邦、州、市)一民のパートナーシップによって推進された

(MollenkOpf,1983)。 また、計画的縮小政策 0の一環として低所得者向け住

宅への補助金をストップさせ、高級集合住宅 (コ ンドミニアム)への住宅改造

を奨励するため、建物の所有者に対し税制優遇を行った (Gmtz,1989)。 こう

して、建物の建替えが進められるにつれて、低所得者向け住宅が減少すること

になり、家を失った人々はホームレスとなっていった。こうして、ジェントリ

フィケーションが進みかつてのスラム街はヤッピー達 (ヤ ング 0ア ーバン・プ

ロフェッショナル)の住む高級住宅街へと変貌を遂げた。

第一期で財政再建に目途をつけることができたコッチ市政は、第二期以降他

の都市との経済競争力を強めるための基盤強化に乗り出した。経常支出では教

育費 (市立大学を除く)、 警察・消防費の支出を拡大し、83年以降職員の増員

を実現させた。資本支出では都市の競争力を強化するためのインフラストラク

チャー、すなわち地下鉄、ハイウェイ、上下水道等に支出が行われた。

このようなコッチの戦1略はその支配的政治連合を強化することになった。す

なわち、その第一期における緊縮政策や経済‐開発推進策は不動産業界をはじめ

とする経済界からの評価が高かった (Shefter,1985;Bellush,1990)。

しかし、弱者への負担のしわ寄せはやがて批半Jを浴びることになり、1986年

にホームレス対策を含んだ低所得者向け住宅建設10ヵ年計画を提示した。この

計画は向こう10年間に25万戸の住宅を建設ないしは再生させようというもので

あった。しかし、コッチの計画では全戸を低所得者向けの住宅にするのではな

く、その三分の二を上層中産階層用の住宅にし、残りを低所得者用にする予定

であった (Sites,1997)。

コッチのこのような戦略はその政権の後半になるまで顕在化しなかった。
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1980年代後半に市の歳出は再度拡大したが、経済界に向けてポジティブな環境

を整備している限り大きな不満の声が聞こえてはこなかった。しかし、黒人や

ラテン系は80年代における経済ブームの中で次第にその所得格差が増大していっ

た。加えて、低家賃住宅の不足や人種間の緊張が増大してくると、コッチの支

配的政治連合の基盤が侵食され始めた (Kirchheimer,1989;Mollenkopf,19

92)。 そのような中で行われた選挙が1989年の市長選挙であった。この選挙で

は「人種関係」が最大の争点になったが、コッチのスタンスは一貫して白人
の

側に立つものであった。このような中で、「人種間の融和」を強調したマン
ハッ

タン区長のディンキンズが予備選挙でコッチを破ったのである。本選挙でも共

和党の有力候補ジュリアーニを破り、ニューヨーク市政史上初の黒人市長になっ

た (日詰、1994a)。

5 ディンキンズ市政 (1990～ 93)と ジュリアーニ市政 (i994～ )の展開

に)財政危機の進展とディンキンズ市政

1987年 10月 のブラック・マンデー以降、ニューヨークの経済は下降局面に入っ

たが、その影響が大きくなってくるのは89年になってからであった。
ニューヨー

クでは89年以降雇用者数の減少を記録し、その落ち込み方は全米平均に比べて

大きなものとなった。製造業や卸・小売業ではもちろんのこと、世界都市
ニュー

ョークを支えてきたFIRE部門でもそして会計・法律・広告・経営コンサルタ

ント。コンピューターサービスといったサービス業においても雇用を減らした。

さらに銀行を中心とする金融業や会計・法律・広告・経営コンサルタントなど

のサービス部門も減少したが、やはり最も大きな痛手を被ったのは証券業界で

あった。世界都市化の波に乗って成長を見せた不動産業においてもこの景気後

退によリオフィススペースの新規需要が行き詰まり、このため空き部屋率が上

昇し賃貸料も低下しはじめた (佐々木、1997)。

ディンキンズが市長に就任したのはこのような経済状況の中であった。ディ

ンキンズの選挙連合の構造は比較的単純なものであった。すなわち、市の中で
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次第にその数を増加させていた黒人とラテン系の選挙連合が形成され、それに

自Aリ ベラルが加わるという構図であった。もともとラテン系はカトリックが

多く保守的でもあるが、この選挙では10人のうち 7人までがディンキンズに投

票したのである。そして、市の公務員組合からも支持を獲得することができた

(日詰、1994a)。

ディンキンズは選挙の中で「人種間の融和」を強調し、市役所とネイバフッ

ドの新たな関係を作ることを公約としていた。ある面で60年代のリンゼイ市長

を思い出すような内容であった。したがって、ディンキンズはコッチ市政によっ

て脇へ追いやられていた人々を重視し、福祉の充実やホームレス対策に優先順

位を与えるという再分配型のリベラルな政策を追求しようとした。例えば、コッ

チが策定した住宅建設10ヵ年計画を、中産階層向けの住宅建設よりも、低所得

者向けの住宅を増やしてホームレスの人々が入居できるように修正し、その住

宅供給をコミュニティに根ざした非営利組織に担わせようとしたのであった

(Terry,1990)。 このようなディンキンズの政策はコッチの新保守主義的な政

策をかなり修正しようとするものであった。しかし、すでに述べたように経済

状況は後退局面に入っており、財政収入の低迷に喘ぐ状況では福祉優先のリベ

ラルな路線を進むことは困難であった。

また、ディンキンズはコッチによって進められた不動産開発業者や企業への

税制優遇を見直そうとしたのであるが、それについては経済界から「税制優遇

の見直しは市長の市場に対する、さらには市長の今後の財界との関係を占う上

でのリトマス紙である」(Sites,1997)と まで言われ反発が大きかったため実現

することができなかった。コッチによって敷かれた路線を自らのイニシャティ

ブによって修正しようと試みたのであるが、その試みは失敗に終わった。ここ

にいたって、コッチのように支配的政治連合を構築することができないディン

キンズの政治的基盤の弱さが顕在化したといえよう。

こうして、当初意図したようなコミュニティベースのプロジェクトは行き詰

まり、ディンキンズの選挙連合にパイの分け前が行き渡るような政策を進める
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ことができなかった。

1992年度予算においては住宅・コミュニティ開発関連の予算が前年比9。4%減

少し、市によつて助成された住宅の建設戸数は、1989年 (コ ッチ市政最後の年)

に建設された戸数の半分程度に減少してしまったのである (Department of

City Planning, 1993)。

ディンキンズは四年の任期の間に、確かに「革新」の色彩を放っていたので

はあったが、コッチと明確に異なる政策アジェンダを実施に移すことができな

かったのである。この背景には景気後退という「市長の統制力を超えた環境」

もあったが、このような状況の中であっても開発とコミュニティの再生に関し

て新たなオルタナティブを打ち出し、それを支配的政治連合の構築に結びつけ

ることができなかったディンキンズの市長としての育ヒカに限界があつたのでは

ないだろうか。

け)「世話人」としてのジュリアーニ市政

1998年の市長選挙では接戦の末、共和党のジュリアーニが市長に当選した。

ジュリアーニを支持したのは自人中産階層やマンハッタン以外の区に居住する

ユダヤ人や白人カトリ
'ク

であった。そして、ディンキンズの選挙連合を構成

していた黒人 ‐ラテン系連合の一角を切り崩しラテン系を自らの選挙連合に組

み込むことに成功したのである (日詰、1994b)。

ジュリアーニは財政健全化や市が市民に提供するサービスの改善というテー

マを視野に入れつつも、コッチのように市場重視型の経済開発戦略を推進した。

特に、ロウアー 0マ ンハッタンでの開発事業者を支援するため2億3,000万 ド
ル

に及ぶ不動産税や営業税の減税を実施した。そして、その他のプロジェクト

(ミ ッド・マンハッタンからタイムズスケア)に も公的資金を注入して推進し

たのである (Lueck,1995)。 ジュリアーニが打ち出す政策の優先順位は
ニュー

ヨーク経済界の意向に沿ったものであり、金融部門やマン
ハッタンのCBD開

発への資金的援助や土地利用の公的監視の緩和など、市場重視の開発政策を推
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進している。ジュリアーニは1997年の市長選も圧倒的な強さで再選を果たした。

しかし、ニューヨークは現在証券業界の好調さによって支えられた大変脆弱な

構造だということが言えよう。今後株価の下落のような事態が起こったときに

ニューヨーク経済が持ちこたえられるかというと疑問視される声が強い。果た

してジュリアーニ市政においてこの構造にメスがいれらるかどうか注目しなけ

ればならない。

6 むすびにかえて
ニューヨークは世界都市としてグロ‐バル経済のコマンド機能を果たしてき

た。そして、そのような機能を持っているがゆえに多国籍企業が集積したので

ある。 しかし、世界都市はグローバルな要因と都市内部に固有な要因とが交錯

する空間となった。80年代以降市政を担うことになった市長はこのような現状

を直視 しながら市政を運営することになったのである。グローバル化によって

ニューヨークの内部構造が大きく変化したが、コッチはその変化の波をうまく

利用 しながら支配的政治連合を構築 したといえる。

世界都市化が進展 した今日のニューヨークにおいてはディンキンズが構想し

たような福祉の配分を通 じて人種・民族間の緊張を和らげようとする革新的=

リベラルな路線はもはや根付くことが難しいようである。コッチとディンキン

ズ、両者は非常に対照的であったが、世界都市を統治するという壮大な実験に

おいて、数々のことをわれわれに伝えてくれたように思われる。グローバルな

構造化の進展がニューヨークの政治行政に大きな影響をもたらしたが、逆にニュー

ヨークにおける各市政の諸政策がこのグローバルな構造化に影響を与えること

になったとも言えるであろう。今後、ニューヨーク市政をながめるとき、この

二つの動きを見逃さないことが重要であると思われる。

注.

(1)本稿は、1999年度日本行政学会分科会D「都市の管理と政治」(熊本県立大学、

1999年 5月 23日 )に提出、報告したペーパーに基づいている。
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0)世界都市とは次のような特徴をもつ都市だということができよう。①資本主義

の世界システムに統合され、国際分業のなかで都市機能を形
づくる都市。②多国

籍企業がどの程度一拠点として利用するかによつて、国際的な
ヒエラルヒーのな

かに位置づけられる都市。③大企業本社、国際的な金融資本、輸送、通信部門、

高次ビジネスサービスなどの構成比が非常に高い都市。④外国資本
を含む国際的

資本が高い集積度をもつ都市。⑤国内・国外からの移民が集ま
る都市。⑥国際的

な空間的、階級的な対立と分極化の焦点となる都市。⑦国家
の財政力を超える社

会的コストを生み出す都市。(Friedmann,1986)

は)例えば、人種別の分業化をさらに細かくみると次のようになる。ユダヤ人男性一

アパレル産業、卸売業、法人企業向けサービス、
ユダヤ人女性二教員、イタリア

人男性一建設、運輸、卸
◆小売業、アイルランド人男性一運輸、銀行、

バー・ レ

ストラン経営、政府部門の職員、アメリカ生まれの黒人男性一運輸・通信、
ユー

ティリティ (電気、ガス、上下水道関連)、 アメリカ生まれの黒人女性一教員、

ソーシャルサービス、政府部門の職員、ジャマイカ人男性一製造業 (特に耐久消

費財関連)、 建設、病院、 ドミニカ人一製造業 (特にア
パレル)、 レストラン、中

国人男性一レストランのウエイター・調理師、中国人女性一衣料産業
などである。

に)イ ェイツは市長が打ち出す政策の革新性の高低と政治的権力基盤の強弱と
いう

軸を設定し四つのタイプに分類した。この四つのタイプ
の特徴を要約すると以下

のようになる。第一のタイプの「改革運動者」型 (Crusader)は、わずかな政治

的、財政的諸資源しか所有していないにもかかわらず、都市問題
の解決に向けて

強い熱意を示すと共に革新的で重要な政策を生み出すタイプであ
る。政治的、財

政的基盤が脆弱であるため、これを補うためにシンボリックな政治や危機管
理を

強調する。このタイプにはニューヨークのリンゼイ市政 (第
一期)が該当する。

第二のタイプの「企業者」型 (Entrepreneur)は、かなり
の政治的、財政的諸資

源を所有し、都市政策の形成に向けて強い活動力を発揮する。そ
して、政治的支

持を構築しさらにそれを強固なものとするために、入手可能な政治的、財政
的諸

資源を大規模な公共プロジェクトやその他の新たな公共サ
ービスに提供する。こ
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タイプにはニューヘブンのリチャード・ リー市長が該当する。第二のタイプの

「 ボス」型 (Boss)は 、かなりの政治的財政1的諸資源を所有するが、都市問題の

解決に向けてはあまり積極的な姿勢をとらない。政治的統制力を維持するために

その持てる政治的諸資源を用いる。このタイプにはシカゴのリチャード・ リー市

長が該当する。そして第四のタイプの「 プロ
ーカー」型 (BrOker)は 、比較的わ

ずかの政治的、財政的諸資源しか持ち合わせていない上に、都市政策の形成に向

けても消極的な役割しか果たさない。自らの力の限界を認識しており、対立や諸

要求、諸利害の表出に対して注意深く調整をしたリバランスを取ったりしながら

都市の平穏を維持しようとする。このタイプにはニュ‐ヨークのヮグナー市政

(特に第二期)や ビーム市政が該当する。(Yates,197つ

機能性/革新性

(強い)
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議会一支配人型での市長の

― ダー シ

政策誘導能力

高 低

議
会
と
行
政
を

強
調
さ
せ
る
能
力

高
監督

(director)

調整者

(∞ordinatOr)

低
活動家

(activist)

象徴

師mbolc headl

22   (381)



世界都市の政治行政と市長のリーダーシップーニューヨーク市政を素材として一

は以下のような体系で示される。

げ)サイッの関心は1980年代以降におけるニューヨーク市長のリーダーシップの類

型化におかれるというよりも、都市政治の分析用具としてのレジーム論が持つ制

約の検証に重点がおかれている。

ほ)こ の政策の基本的な考え方は、「人口と資源が縮小傾向にある都市では、その

縮小を誘導つまり『計画的』に行うべきである」というものであった (Gratz,1

989)。 つまり、衰退した地域には公共投資を控え、その住民を活力のある地域に

移住させようとする構想である。
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